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0.はじめに

環境問題についての政策的・政治的議論.そして一般社会や時流に乗った研究者集団の一部も取り込む

形で共有されている認識においては複数の錯綜し.絡み合った問題点がある。本稿においては,環境と人

間の経済の関係において.今臥　メディアで取り上げられ.教育機関で教えられ,行政的な施策として行

われ,社会的な規範にも強い影響を与えている環境問題についての基本的命題のうち,とりわけ政策の選

択,分配的側面に関わりの探いいくつかについて,現状の問題,命題の誤りと解決の方向性について考察

する。

また,環境・資源管甥・!の間過は.間mの領域が広範囲かつ抽象的・一般的領域から具体的領域まで包含

するため,まず具体的命題として取り上げた間題を.

過程1 ・'「具体的命題の論1判華走と其偽を検討」し,次に

過程2 : 「それらに包含される一般的な論理上の間題点,真偽を検討」し,そこから得られた考察を.

過程3 : 「再度別の具体的命題に当てはめて.論理構造と真偽を検討する」,

という分析思考過程を再現し, &終的には環境を守りつつ人類にとって平等な分配を実現する開発モデル

について展望を試みる。

1 :具体的命題: 「環境を守る」とは何なのか

1-1. 「エコロジー」の中身

驚くほど共有されていない基礎認識として.まず「環境を守る」ことの定義がある。一般的な政策・政

治的な議論においては環境を守りましょう.地球を守りましょう,エコ"になろう,等々言われていること

は.周知のことであろうが.その内容は多くの場合.誤った命題を含んだ論証の結果を掲げている。

例えば, 「消費者による温暖化対策撃の商品・サービスの購入や省エネ行動を経済的インセンティブを付

与することにより誘導する仕組み」1を指して「エコ・アクション・ポイント」制度とするとき.エコとい

う名称を使うからには環境を守ることになるのだろうと理解するわけであるが.このような連想にはいく

つかの前提となる命堤が成立する必要がある. (以下.構造を簡略化するために「あるいはほぼ同一の内容

を指すこと」を省略する。)

1新潟大学大学院現代社会文化研究科・経済学部　准教授　E-mail: toudou@econ.niigata-u.ac.jp

ii Ecologyを指す「エコ」がつく造語を挙げると. 「エコライフ」. 「エコキッズ」. 「エコポイント」. 「エコドライブ」.
「エコプロダクツ」等である.どれもその「エコ」の内容について間祖である。
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a :「環境を守ること」と「エコ」が同一であること

β :「エコ」と, 「地球温暖化問題を解決すること」が同一であること

γ : 「地球温暖化問題を解決すること」と「温暖化対策型の財の購入をすること」が同一であること

である。そして,エコがつく仕組みや制度が環境を守ることであるとするためには,

したがってJ :「温暖化対策型の財の購入をすること」は「環境を守ること」である0

という推論の結果が正しい必要がある。

このように具体的に暗黙の前提となっている推論を構成する命題を抽出すると,そもそも最初のa命題

に含まれる「エコ」.あるいは「環境を守る」ということについて.一般にはよく理解されていないのでは

ないかという疑念が生じる。なぜならもし理解されていればβ, γの命題が真であるとはとても考えられ

ないからである。著者のm草では,上記の定式化において命退aはエコロジー(ecology)の慣行としての

用法からして真であり得るものであるが.推論の結果を反映している命題βに必要な, β. γの二つの命

題についてはどちらも偽(誤り)である.

1 -2.原子力発電は環境にやさしい?か

同様に「地球温暖化問題」に関連して.政策にまで反映されている命過が,原子力発電は環境にやさし

い,である。具体的には2010年3月12日に内閣閣議決定された「地球温暖化対策基本法案」コにおいては.

第16粂において「第十六条　国は.温室効果ガスの排出の抑制に資するため.温室効果ガスの排出の畳が

より少ないエネルギー源への転換を促進するために必要な施策を推進するものとし,特に原子力に係る施

策については.安全の確保を旨として.国民の理解と信頼を得て.推進するものとする。」と,法案目的の

ための推進を明記している。また,この法案は第一条において.環境基本法の基本理念にのっとり.現在

及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする,とも明記されているため,そ

の論理構成は以下のような構造を前提としている。 (以下の場合も前述と同様,簡略化のために暖味な同

一性.ほぼ同株であると書けるとしてもそれは省略した。)

すなわち,

a :「環境を守ること」は. 「地球温暖化を防止・適応すること」と同一である。

β : 「地球温暖化を防止・適応すること」は, 「人為起源温室効果ガスを削減すること」と同一である。

γ : 「原子力発電」は「人為起源温室効果ガスを少量しか排山しない発電手段」である。

したがってJ : 「原子力発叱」は他の発電に比べ「環境を守る発電手段」であるO

したがって£ :「環境を守ること」のために「推進すべき」である。

という推論により,当該法案に原子力発電の推進を誇っていることになるのである。

ところが.このような諸命題にはそれぞれに疑義があり.とりわけ. α命題はとりわけ明白に偽(誤り)

である。 βについても近年,温暖化人為起源温室効果ガス原因説に種々の疑問が呈されている。 γについ

ても, 「放射性廃棄物の将来における管理費用を実質除外した上での現時点では」.や「労働中の被曝によ

る損失を考慮しない限り」 「事故がない限り」,等の限定つきの命題であり,一般には誤りである。その結

栄, ∂およびCも偽(誤り)となっている。
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このことを示すために.少々迂遠であるが, 「環境を守ること」の基礎理論についてまとめる。

著者の知る限りにおいて唯一,割卵勺に微細レベルから地球システムレベルまでの環境保全の必要性と

その意味を走毒づけているのは.熱力学的な世界観に基づく「開放定常系」としての地球環境論である0

1 -3.熱力学・熱機関と槌田の開放定常系

熱機関の利用効率に関するS ・カルノーの研究に端緒を有し,蒸気機関の熱効率という間櫨の法則化に

よって発見(R・クラウジウスによる命名と定式化)された法則が「エントロピー法則」 (あるいは熱力学

第二法則)である。クラウジウスは. 「宇宙のエネルギーは一定である。宇宙のエントロピーは最大に向か

う‥1. The energy of the universe is constant. 2. The entropy of the universe tends to a maximuill. ''」 3としてこの

法則を発見.記述した。

このことからは.全ての変化は不可逆的にエントロピー最大に向かうのであるから.分析対象とするシ

ステムの規模を大きくすればするほど,どこにもエントロピーの捨て場がなく.何をしても地球はエント

ロピーの飽和状態に向かうしかないのか,という疑間が生じる。

これに対し,熱あるいは物質の系外とのやりとりによって循環を行い.定常性を維持することは可能で

あり,このような定常系(「開放定常系」)を発展させることで,生命および地球生態系の働きと共存する

社会が可能であるとの展望を示したのが.槌田敦`lである。すなわち.地球環境システムが継続的な熟エ

ントロピーの廃棄により準定常状態にあること・`quasi- steady stとite by continual thermal entropy disposal"

(K.Mayumi5)にあることを明らかにし,そしてそのような物質と熟を循環させつつ一定程度の変化幅で自

らを維持活動するシステムに生命と持続的な活動を行うシステムの本質.すなわち熱機関.エンジンとし

ての本質があることを指摘したのである。

また.環境問題の定義は,資源枯渇間題の定義と表裏一体である。すなわち.地球の生態系が全体とし

て持っている機能.継続的な熱エントロピーの廃棄により「開放定常系」を維持する仕組みを,壊す,あ

るいは処理できない・しきれない熱・物質エントロピーを排出する行為が.環境破壊および環境汚染なの

であり,処理できない物質を地球の環境システムの循環の外から採取する行為が資源の枯渇の原因となっ

ているという構造である。

このことについての槌田敦5等の主張は.

地球環境の物質循環の外から資源を採取し

地球環境の物質循環に乗らない,乗せない形で廃棄すること

が,それぞれ資源枯渇と環境汚染の原因であり,本質であり,解決が必要な事象であるということになる。

筆者はこのような定式化により.環境・資源の管理問題を理解している丁。

1-4.小括

以上のような間放定常系としての地球環境システムとその熱・物質循環を妨げること.あるいはその外

から資源を採取し,廃棄することが資源枯渇,喝境汚染の本質であると考えると,二酸化炭素の増大とそ

れが引き起こしていると主張される温暖化問題を.それだけ取り上げて殊更に人類共通の課題…と持ち上

iii　前乱　地球温暖化対策基本法象　第-灸に「 (前略)地球温暖化を防止すること及び地球温暖化に適応することが人
類共通の課越であり. (以下略)」とある。
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げることは.政策の目標が「環境を守ること」であると考えるのであれば.論理的に誤った推論である。

すなわち. 「温暖化」が直接的に指す.熟的なシステムの平衡状態の温度が上がることは種々の環境変化

を引き起こし,中には重大な被害をもたらす場合もあるであろうが.生物の生存に支障がない範囲である

限り(そしてこれまでの温暖化予il削まこの範囲を超えたことがないのであるが),有益な側面もあり.また

他の環境システムに対する脅威(生物のDNAに対するリスク物質の脅威や古典的な大気・水汚染物質の脅

威,そして環境リスク物質のひとつである原子力発電・核兵君副詞発がもたらす放射性廃棄物の脅威)や破

壊,汚染に比べて特に重要である根拠はない。したがって,個別の命題が(1 -2.のa)"最初から偽で

あり,従って.推論の結果としての原子力の推進が良いという結論も偽(誤り)である。

もっとも,原子力の推進が政策として良いという推論結果が.環境を守るためではなく,何か他の推論

の前提.例えばエネルギー産業や国内および国際政治における既得権益等に関しているのであれば.その

ような結論自体は論理的には真である可能性もある。もっともそのような場合,著者は前提そのものが日

本人および世界の人類の現在および未来に対する不利益となることを示すつもりであるが.いずれにせ

よ.これまでに「エネルギー関連の既得権益のために原子力発電を推進すべきだ」.等の.内容の正邪はと

もかく論理的に成立する推論根拠は公式に表明されたことがない。

2 :内在する一般論理上の陥穿

2-1.全体と部分

ここまで.具体的な命題による論理構造と,それら命題の真偽について.エコ関連の用語・制度と地球

温暖化防止のための原子力発電.という具体例を用いて論証してきた。 2節では.これらの具体例にも包

含されていた一般的な論理構成上の問題点を検討する。

まず.節タイトルである「全体と部分」についてである。ある現象が環境汚染・破壊であるのは次の場

合である。その現象が生じる時.それが,生態系および地球環境のシステムに対して.それ自体が有毒・

有害である物質を拡散させるか.あるいは上記の入れ子構造になっている二つのシステム(系)の活軌

機構を直接破壊する時である。これが前述した環境汚染,環境破壊の定義である'。

この時,宇宙における物質.エネルギーの作用は固有の分子,構造.作用によって固有の位置づけを持

ち.この性質を特定化する複数の基準,尺度量が存在する。

例えば,一本のPETボトルを特定化する際に,重畳,材質,也.形.分解性などが形質として特定され

るように。

このように見ると世界の中における特定の物質,システムの性質は固有の多次元空間上の座標を持つは

ずであるが.これを理解する際に.一次元の座標軸に投影し.複数の存在について大まかに理解したいと

いう傾向が人間にはあるようだ。図1を参照されたい。

この時.ある物質・事象の環境の中での役割や評価は.本来.その物質や事象の持つ全体としての固有

iv　上記の基本的命題1-1のβ 1-2のaすなわち
1 - 16 :「エコ」と. 「地球温暖化問題を解決すること」が同一であること
1-2α :「環境を守ること」は. 「地球温暖化を防止・適応すること」と同一である。

は. 「エコ」関連の論証のために表現は異なっているが,ほぼ同一の内容を指している。

V　また.この時.生態系.環境のシステムの循環によって処理されないということが逆に資源枯渇をも定義するという
ことも前述した。
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の形質に即して評価されるべきである。例えば,非常に生態系の維持上の役割が重要な生物が,重量や大

きさにおいて小さいということがあり得る。また.ある評価尺度(例えば生態系の中での役割)でそのよ

うな物質あるいは事象(例:「虎という生き物がいること」)が,重要で,肯定的に評価すべきあっても,

他の評価尺度(例えば「近隣の住人の安全性」)では低い評価しか受けないことも在り得る。この時,あま

り部分としての評価に固執すると.総合的な判断を誤ることがあり得る6 (例:虎は住人に危険なので殺し

つくしてしまったら,他の自然災害を招いた.等)

環境(資源・システム)の経済価値評価や.環境上の問題物質・事象のCO2換算量での評価は.そのよ

うな偏った評価の一例である。

このように,多次元で考えなければならない固有の形質を単純な一次元の尺度量に置き換えて評価する

ことが,前半部分に述べた個別の環境・資源管理問題における命題にも見られる第-の一般的な陥舞であ

る。

本来このような論理展開上の陥非については.論理のプロである職業的科学者自身が警鐘を鳴らすべき

であるが,科学の商業化,競争原理'の導入によって,自らの利益になる単純化された命題に異論を唱える

ことは,科学者自身の利益(研究費・報酬)を損ない,ゆえにネガティブなインセンティブを生じさせる

という問題も生じている。

なお.研究分野における競争原理と科学の独立性についての考察,科学者の道義的・社会的な責任につ

いては,詳述を要するが,本稿の対象としては一般的すぎるため略し,稿を改めて論じたい。

図1 :多次元の固有の形質の一次元の尺度量への写像,そしてその単純な評価の例

2-2.総量と効率

次に,環境・資源管理問題における諸命題に見られる第二の一般的を陥葬について取り上げよう.それ

は,評価対象の量についての, 「総量と効率」に関わる混同である。

総量と効率に関する, 「環境効率性」の事例で説明しよう8。過去の環境自書9の用例に習い,分母に環

境汚染量,あるいは資源投入量となる.総環境資源投入量:E,をとり,分子に経済活動量:Y,をとる比率
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を「環境効率性」とするo (このとき,ここでは環境効率性と資源生産性と区別せず, E,が環境汚染量あ

るいは資源投入量であり,総環境資源投入量であることに留意されたい。)

ここで,経済活動量Y,を分母にとり,分子に総環境資源投入量(汚染排出量) E,をとる指標を「逆環境

効率性・Inverse Eco-EfficiencyJ p,と定義する。 「逆環境効率性」 : p,は以下の式で表現される。

・∫=号-- (1)

この逆環境効率性は経済活動量の時間に対する増大比率(増加率)が総環境資源投入量の増大比率(堰

加率)よりも大きければ,小さくなる性質を持っている。この式を変形し.時間の変化によるー総環境資源

投入量E,の変化(変化率)を計算すると,

dt dt ' Vl dt　　(2)

となる。

この時,時間の経過と共に環境基準の強化と技術進歩等により環境効率が上昇すると仮定すると,右辺

の二項のうち第一項は逆環境効率性の変化を示しており,マイナスとなる。これに対し,第二項は逆環境

効率性及び経済活動量の時間的変化を示し,経済成長を前提とすれば.プラスとなる。

従って,一般的に技術進歩により環境効率性が適時的に改善を続けるとしても,それが総環境資源投入

量の減少に繋がり,環境保全目標が達成されるとは言えなくなる。経済活動水準の増大が大きければ,逆

環境効率性の減少(環境効率性の改善)は容易に相殺されてしまうのである。なお,経験的に見られる資

源の消費効率の向上と実際の総消費量の増大という現象は, 19世紀英国における石炭消費についてS.ジェ

ヴオンズ10によって記述され,室田武11により「ジェヴオンズ効果」と命名されている。

このような現象は,評価対象の環境汚染量が, -単位当たりの比率とその単位の量の掛け算からなる総

量であり,掛け算として定義された対象を時間に関して微分すると.二つの時間変化に対する項が現れる.

という初歩的な微分の法則性からしてあまりにも明らかである。従って.このような場合,常にある一つ

の効率性尺度は, 「全体」の問題の「部分」にしか過ぎない。個別の省エネルギー・省資源が掛け合わさる

項の増大次第によっては,まるで逆の資源消費・環境汚染量の増大と同時に生じることも多いにあり得る

のである。このような問題の個別車両の性能向上と自動車燃料消費との関係における事例については,拙

著Toudou (2008), (2009)12において考察しているので参照されたい。

本稿前半の命題(1 - 1のの　に関して言えば,仮に温暖化に関するその他の命題及び推論の問題点を

棚上げしたとしても,

命題1 - 1 γ:「地球温暖化問題を解決すること」と「温暖化対策型の財の購入をすること」が同一であ

ること

は,其ではない。なぜならこれはこれまで述べたように,個別の効率性の向上と総量での効果を混同した,

典型的な誤った命題だからである。
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3.環境・資源管理における分配問題への適用

ここまでに検討した内容を元に. 3番目の「再度別の具体的命題に当てはめて.論理構造と真偽を検討

する」過程を試みる。

ここで取り上げる事例としては,世界における資源消費と環境汚染の問題を,とりわけ分配の側面から

考察する。既に拙稿Toudou (2008)及び(2009)において同株の定式化による分析を行っているが,これ

を具体的データに当てはめて考察してみよう。

3- 1. -人当たり総環境資源投入量の考察

212節で定義した「逆環境効率性」 :p,から,時間変化による総環境資源投入量(汚染排出量) E,の

変化率を(2)式において求めた。この時.人口をL,とおき. -人当たりの総環境資源投入量をe=EJL,

-人当たりの経済活動量をy,=Y,iL,とおく。

このとき,一人あたり逆環境効率性p,Sは経済全体における逆環境効率性p,に等しい。なぜなら,

E.IL. E,

p,=京　Y,IL, Y, Pl

であるからである。

また　e,=p,×y,から. -人当たり総環境資源投入量e,の時間についての変化率は次のように書ける。

生害×y,+p,×告dt

これは, (2)式における総環境資源投入量と経済活動量が-人当たりに変化した式である。従って個々で

の考察も,同じく逆環境効率性の時間変化率がマイナスで.技術的向上があったとしても, -人当たり経

済活動量の時間変化率がプラスで,経済が成長していれば.一人あたり総環境資源投入量は増大すること

がある,ということがポイントである。

次に人口の増加率を筈-n,とおくと・総環境資源投入量の時間に関する変化率は・次のように新しく書

き直すことができる。

笠吏碧×L,+ply,nt　(5)

この式より,総環境資源投入量の時間変化率は.逆環境効率性×-人当たり経済活動量の時間変化率.

プラス,逆環境効率性, -人当たり経済活動量,人口成長率の三つの積によって構成されることが分かる。

1 -3節で述べたように,単にある環境資源の投入量の大小によっては.その環境負荷を測ることはで

きず,以下で述べる一次エネルギー消費量やそれに伴う汚染量のような一般的・外形的な稔環境資源投入

量についても単純化した考察は避けるべきである。しかし,総量としての資源投入・汚染量と人口,経済

活動量.それらの成長率に関する関係性について.定性的な考察を行うことができる。

今,総環境資源投入量の増大を抑制する,すなわち(5)式の左辺を削減する.という目標を立てたと

き,それは(5)式の右辺の各項,すなわち逆環境効率性. -人当たり経済活動量.人口成長率,人口の
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いずれについてもそれを減少させることが(各要素が非負であることを前提すると)望ましいということ

を意味する。このことは,逆環境効率性の顕著な減少を引き起こさない限り,環境資源投入量の増加率の

削減という要請が.他の経済開発上の目的.一人当たり経済活動量あるいは豊かさの向上,人口増の過度

な抑制の防止,と矛盾する事に至ることが予想されるということである。

3 - 2.世界のエネルギー消費量の伸びの要因は?

ここでは,具体的データに前節で考察した総量・効率・人口の相互関係に関する考察を当てはめてみよ

う。_

表1.は,世界の一次エネルギー消費(単位・tonoilequivalent (toe)石油換算トン)について,事例と

して17地域・国を抽出し,その平均成長率が5%を超える国・地域を灰色で強調したものである、一i。

lit界の一次エネルギー消費(事例17地域・国) toe

19 7 1年 2007年 「平均 成長 率

ア メリカ 1.7 2 9 2 ,6 0 9 1 .1 5%

カ ナ ダ 1,5 8 7 2 ,34 0 1 .08 %

メキシ コ 4 3 184 4 .1 2%

イギ リス 2 0 9 2 1 1 0 .0 3%

ドイツ 3 0 5 3 3 1 0 .2 3%

フ ラン ス 15 9 2 6 4 1 .4 2%

日ソ迎 7 4 8 1 ,0 0 7 0 .8 3%

ア フリカ 7 -1.6 3 3 1 4 .2 5%

:中 H T-,? 4 8 .7 5 5 0 蝣 6 9 三軍

M m .hl
Hi- ,

甲
Y-

2 3 7 1一7 6 2 .二二.5こ1 3串

日本 2 6 8 5 1 4 1 .8 3%

坤 国 17 2 2 2 、 受 ilQ等

イ> h'* 、野 8 .7 7 13 8 7 9 6畢

マ T lヤ ア I: L< lPl 4 .6 ムl 69 .7 . / 8 2V

フ ビ ン. 8 .3 1 3 2 .3 3 .8 4 %

オ ー ス トラ リア 5 1.6 12 4 2 .-17 %

ニ ュー ジ ー ラン ド 6 .9 1 16 .8 2 .5 0%

世 界 4 ,9 9 2 l l,0 8 5 2 .2 4 %

表1.世界の一次エネルギー消費事例17地域・国)

出典: EDMCエネルギー・経済統計要覧201013.元データIEA.World Bankよ・)EDMC推計.より著者作成

この表から分かるように.総環境資源投入量について比較的偏りのない発熱量ベースの一次エネルギー

消費量で計量した場合でも.資源消費の成長率で評価すれば,資源消費と汚染の拡大に寄与しているのは,

中東.アジア諸国などの旧発展途上地域・国であることになる。これは, 2-2の「総量と効率」につい

ての論理上の陥葬の逆バージョンであるが.告-窓Y,+p,・豊　(2)式の左辺の年次あたりの

dE.ldtのみに着目してその構成要素を顧みないと問題の構造を見誤ることになるO右辺に相当する逆環境

効率性の変化と経済活動量の変化についても考察する必要がある。

表2.は同じく事例の17地域についてGDPあたりのエネルギー消費を比較し,その成長率がプラス,つ

まりdpldtがプラスで逆環境効率性が悪化(増大)した地域・国を灰色にマークしてある。

vi　平均成長率は代数的に求めた36年間で平均化した成長率であり.実際の年次データの平均ではない0
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世界のGDP当たり一次エネルギー消費(事例17地域・国)

toe/2000年価格百万米ドル

19 7 1 年 2 0 0 7 年 平 均 成 長 率

アメリカ 4 12 20 -1 ー1.9 3 %

カナ ダ 4 9 0 3 1 1 - 1.2 5 %

メキ シコ m 2 2 9 26 8 一軒. ㌔ 0 .4 4 %

イギ リス 2 8 2 12 2 ー2 .3 0 %

ドイツ 3 2 1 16 1 - 1.9 0%

フランス 2 5 1 17 5 - 1.0 0%

旧 ソ連 2 ,5 34 1,6 5 0 - 1.18%

アフ リカ gE l 2 9 5 4 0 5 1 ; a* 0 .8 8 %

中 東 m. I'm ・ *"JI * 2 2 0 5 6 - 朝 出 2 .6 5 %

中 国 2 ,2 18 73 8 ー3 .0 1%

日本 14 1 9 8 .6 ー0 .9 9%

韓 国 P1- 、 ㌔ 2 46 3 0 3 N h 0 .5 8 %

イン ドネ シア l 蚊 , 2 9 7 5 9 3 1 .9 4 %

マ レー 宥 和 3 5 3 5 2 4 1.10 % !

フ ィリピン 芦 2 94 3 0 3 翰 0 一0 叫

オ ー ス トラ リア 3 4 -1 2 6 7 - 0 .7 0%

ニ 呈ー ジF ラン ドl 2 1 1 2 5 3 0 .14%

世 界 3 9 3 2 8 1 - 0 .9 3%

表2.世界のGDPあたり一次エネルギー消費(事例17地域・国)

出典: EDMCエネルギー・経済統計要覧2010.元データIEA,World BankよりEDMC推計.より著者作成

表2から分かるとおり.総環境資源投入丑の成長率が大きい地域・国と逆環境効率の増大した国・地域は

必ずしも一致しない.経済成長と環境効率性の関係についてのみ言えば、ii,少なくともこのような比較に

おいては,途上国経済について区別せず一括して評価するのではなく,技術的進歩の成果の出かたの違い

についても評価すべきであろう。表2の事例においては,中国においては逆環境効率性が減少しているた

め.一次エネルギー消wの増加の原因は経済活動量の成長率にあることが明らかである。そして,経済活

動量の増大そのものは.開発途上国の国民生活の向上にとって必要なものであり,その正当性は否定でき

ない、間。

また,次に見るようによりはっきりした国際的な資源分配の平等性の問題点と,またC02を指標とする

環境負荷評価の間乱点も同様の表の分析から見ることができる。

表3.は世界の-人当たり一次エネルギー消費を比較したものである。

vii　平人口増加率に対する考えとしては.人口構成が変形するほど引き下げることは望ましくないと考える。

Vlllただし,国内における分配の関越は無視できず.経済活動量の成長の対価が国民に分配される必要がある。

49



経済開発と環境保全の新視点

世界の-人当たり一次エネルギー消費(書例17地域・国) toe/人

19 7 1年 2 0 0 7 年 平 均 成 長 中

巨軍 '& 」.、 + ilj 療 訂 7 .6 4 I.I 戯 ォ 'iSM ーI. 0 .0 5%

.翠 ? 賢 蝣i -'K 芸欝 丁.Tl 6 .5 3
1

.* f-i† 9 M 0 .6 2、

メキ シ コ 0 .8 2 3 1.7 5 2 .12%

イギ リス 3 .7 3 3 .4 6 ー0 .2 1%

ドイツ 3 .8 9 4 .0 3 0 .10 %

フ ランス 3 .0 9 4 .2 7 0 .9 0 %

日ソ連 3.0 5 3 .5 4 0 .4 1*

ア フ リカ 0 .20 1 0 .3 4 7 1.5 3 、

中 東 0 .7 13 2 .8 1 3 .8 8%

中 国 0 .28 2 1.3 4 1. 12 %

日本 2 .53 4 .0 2 1.2 9 %

他 国 0 .5 2 1 4 .5 9 6 .23 %

イ ンドネ シア 0 .0 7 3 0 .6 13 6 .0 9 %

マ レ- シ ア 0 .4 1 7 2 .6 3 5 .2 5%

フィリピン 0 .2 2 1 0 .3 6 5 1 .一10 %

棚 妻戸.ア 工 . 3 .9 9 - 5 8 1 .09 %

ニ ュー ジ I ラン ド 2 .4 2 3 .9 7 1 .38 %

他 界 1.3 3 1.6 8 0 .6 5%

表3.世界の一人当たり一次エネルギー消費比較

出典: EDMCエネルギー・経済統計要覧2010,元データIEA.World Bankよサ)EDMC推計.より著者作成

このように人々一人一人の生活の視点からエネルギー消費の構造を見ると,他界の人々は全く平等な消

費を行っておらず.特に表中では北米・オーストラリアの数値が突出している。第二次大戦終結後60余年

の長きにわたる経済成長と市場経済の働き.そして背景の物的・非物的財の生産性の大幅な向上にも拘ら

ず,人類の生活における格差.不平等が解消していない事実は.本来それだけで既存の政治・経済システ

ムの有効性に疑念を持たざるを得ないものである。 (ただし,ここまでの数値のどれもがそうであるが.国

家内で分布の分散や偏りが大きく,必ずしも平均値がその国の生活様式を反映していない場合もある。)

このことから,少なくとも平均的には,世界の環境資源の消費負荷を下げるべきは先進国.しかもその

うちの高消空据貴国であることが分かる。

次に-人当たりco2排出量の表を取り上げる。

tu・界の-人当たりCO2tJ戸出量(事例17地域・四)
19 7 1年 2 0 07 年

アメリカ 2 0 .9 0

カナ ダ 15 .7 0

メキ シ′コ 1.8 9

イギ リス l l.6 0

ドイツ 12 .6 0

フ ランス 8 .3 1

IE )ソ 9 . 1 9 8 .3 5 - 0 .2 7 %

ア フ リカ ー「
0 .6 6 1 .0 2 1 .2 2 %

中 瀬 1 .9 3 6 .9 8 3 .6 4 %

中 国 1 .0 5 」 4 .5 3 4 . 1 4 、

日 本 7 .0 6 9 .5 5 0 .8 4 ≠

韓 圧 , 1 . 7 0 9 .8 3 5 .0 0 %

イ ン ド ネ シ ア . 0 .2 1 一 1 .6 9 5 .9 5 、

.マ レ - シ 7 .. 1 .2 5 7 . l l 4 .9 5 、

フ ィ リピ ン 0 .6 4 0 .8 1 0 .6 3 、

オ - ス トテ リア 1 2 .0 0 1 8 .0 0 1 . 1 3 、

ジ I ラ こ/ ド 5 .l l 7 .3 6 1 .0 2 %

1牡 界 3 .8 7 ・1 .3 8 0 . 3 4 %

表4.世界の一人当たりCO2排出量

出典: EDMC羊ネルギ- ・経済統計要覧2010,元データIEA,WorldBankよりEDMC推計.より著者作成

この表は2つの問題点を含んでいる。
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まず,世界平均のCO2排出量成長率を超える成長率を示している地域・国を灰色でマークした。欧米の

先進地域・国以外の地域はほとんどこのエリアに入る。過去の年次に遡り.そこからの変化率で排出量を

削減する目標を立てる政策は問題がある。すなわち. co2排出量の年次に基づく相対的変化の抑制は-人

当たりcq2排出量が早期から上位水準にあり,近年それほど成長していない諸地域・国にとって有利な政

策であり.他の地域・国の成長・発展に対する牽制となるのだ。

次にこの表に含まれるもう一つの問題点を挙げよう。この表においては,発熱量ベースのエネルギー消

費量の比較ではなく.個別のエネルギー源(発電ilに源,燃料種別等)にそれぞれのCO2排出係数をかけて

一人当たりco2排出量について計算している。このため.環境負荷のイメージとして石炭等の化石燃料が

不利となり,原子力発電は有利となるというバイアスが働いている　1-2節, 2-1節で述べた「全体

と部分」に関する論理構成上の陥非の典型例であり.環境を守るというEl的からすると誤った推論:「原子

力発電比率を高めると環境が守れる」,という結論に導くものである。

該当地域・国の電源構成に占める原子力発電の電源構成比率と, -人当たり一次エネルギー消費量,

C02.そしてそれら相互の比率の関係を表5.で示す。

原子力発電の電源榊Ii妃比率と一人あたりの比率の関係

to o /人 C O ノ 人 C 0 2 / tc 比 率 原 子 力 上ヒ串

ア メリカ 7 .7 7 1 9 .2 0 2 . 1̀7 1 0 4 2 ∠17 1 0 .2 3

カ ナ ダ 8 . 17 1 6 .0 0 1 .9 5 8 3 8 4 3 3 3 0 .2 6

メキ シ コ 1 .7 5 4 .2 7 2 .4 1 0 .0 4

イ ギ リス 3 .4 6 8 .7 3 2 .5 2 3 1 2 1 3 8 7 0 .2 0

ドイ ツ 1̀ .0 3 9 .3 5 2 .3 2 0 0 9 9 2 5 6 0 .2 5

フ ラ ン ス 成蝣 * ・. 1̀ .2 7 5 .7 3 1 .3 4 19 2 0 3 7 5
...

群 % 0 .8 4

旧 ソ 連 3 .5 一1 8 .3 5 2 .3 5 8 7 5 7 0 6 2 0 . 17

ア フ リカ 0 .3 5 1 .0 2 2 .9 3 9 4 8 12 6 8 0 .0 2

中 東 2 .8 1 6 .9 8 2 .4 8 3 9 8 5 7 6 5 0 .0 0

中 国 1 .3 - 4 .5 3 3 .3 8 0 5 9 7 0 15 0 .0 2

日 本 4 .0 2 9 .5 5 2 .3 7 5 6 2 1 8 9 1 0 .3 0

一時 国 1̀ .5 9 9 .8 3 2 ー14 16 1 2 2 0 .3 8

イ ン ド ネ シ′ア 0 .6 1 1 .6 9 2 .7 5 6 9 3 3 1 16 0 .0 0

マ レ - シ ア 2 .6 3 7 .l l 2 .7 0 3 4 2 2 0 5 3 0 .0 0

フ イリピ ン 0 .3 7 0 .8 1 2 .2 13 6 9 8 6 3 0 .0 0 】

オ - ス トラ リア 5 ー9 0 1 8 .0 0 3 .0 5 0 8 4 7 1̀5 8 0 .0 0

ニ ユ - ジ I ラ ン ド 3 .9 7 7 .3 6 1 .8 5 3 9 0 4 2 8 2 0 .0 0

他 界 1 .6 8 4 .3 8 2 .6 0 7 ト1 2 8 5 7 0 . 16
l

表5.原子力発電の電源構成比率と一人当たりの比率の関係

出典: EDMCエネルギー・経済統計要覧2010.元データIEA.WorldBankよりEDMC推計,より著者作成

4.おわリに

以上のように「全体と部分」 「総量と効率」に関する論理構成の陥算は.実際のエネルギー消費.環境負

荷.地域・国別の評価と政策目標の方向性にとって大きな影響を与え得る。いや,賢明なる有識者・科学

者および選良たる政治家が集う国内及び国際政治の舞台においては,本来このような論理構成の構造上の

陥舞は喝破され.駆逐されるべきなのであるが.現実はそうなっていない。

その結果.国民のために.地球人類のためにと銘打った国内・国際政治上の政策が.誤った方向性で推

進されることになり,一部の権益によって利益を得る人々は恩恵を蒙り続けるだろう。

この次元の問題となると.未だ即効性の解決策は見つかっていない。少数集団による搾取から集団的利

益を取り戻すためには,個別のプレイヤーの行動とその結果の構造把捉.とりわけプレイヤーの行動の特
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定化が有効であることが,繰り返しゲームの理論,そして伝統的村落社会の規範形成原理からは推量され

る。個人の権利と義務についての社会的規範の基準も,平和で基本的な平等が保たれる社会の実現に向け

て再検討されるべきであろう。そしてとりわけ社会科学者にとっては,世界経済の膨張が飽和し.格差と

経済運営の矛盾が明白になっている今日.環境と社会経済の関係性についても.構造の特定作と解析を諦

めず続けることが必要である。
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